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近年，地方の地域づくりに地方の外から貢献する「関係人口」という概念が注目を集めている．関係人

口における関わりの深さは，「訪問」と「活動」それぞれの有無によって大まかに定義されてきた．しか

しながら，活動内容や実施する者によって関わりの深化しやすさは異なると考えられる．より関わりの深

い関係人口を創出するには，この部分の把握は必要不可欠であると言える．本研究では，関係人口が行う

活動を，関わり方から4タイプに分類し，それぞれにおける活動実態の把握を行なった．その結果，1)地

域への寄与度が高い活動を行う者ほど地域へ訪問する頻度の高い者が多く存在すること，2)個人のライフ

スタイルを考慮した12の主成分軸によって構成される8グループ間において，各タイプの活動の存立に違

いがあることが明らかとなった． 
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1. はじめに 

 

 戦後より，地方から働き口を求めて都市へと人口が集

中した結果，平成27年の時点で，三大都市圏居住者が国

民全体の半数以上を占めている1)．その流れは，地方に

おける人口減少の進行とともに，地域づくりの担い手不

足という問題を深刻化させてきた．そんな最中，その担

い手を外から補うという方法論とともに，「関係人口2)」

と言うワードがここ数年，各所において注目されるよう

になった3)． 関係人口とは，特定の地域と関わり継続的

に活動を行う者であり，定住人口(移住)とも交流人口と

も異なる第3の人口と言える．最近の調査では，三大都

市圏居住者のうち約2割がこの関係人口であることが明

らかとなった4)．各所でこの新たな人口論を導入した政

策が検討されており5)，今後への期待も伺える． 

 関係人口には段階性があり，一般的に図-1に示すよう

なイメージ図が多く用いられている6)7)．各段の性質に着

目すると「訪問」と「活動」の有無がその段差を生じさ

せていると言えるだろう．そのうち，「訪問」の有無に

着目すると段差は2つに大分できる．1つは地域に訪問し

活動する「訪問型」，もう1つは訪問せずに地域と関わ

る「非訪問型」である．具体的な例を挙げると，前者は

ボランティア活動や祭り・イベントへの参加等，後者は

ふるさと納税や特産品の購入等が挙げられる．このこと

から，多様な活動によって関係人口は存在していること

がわかる．これらの活動に対する抵抗はそれぞれ異なる

上，交流の有無など活動の性質によっては関わりの深化

における限界も存在すると言える．しかしながら，「訪

問型」部分において，活動内容ごとの段差は描かれてい

ない．更なる関係人口論の展開にあたっては，この活動

の段差を関わりの深さと共に把握することが望ましい． 

 また，関係人口論が誕生した背景には，近年の技術発

展が関連していると言える．具体的には，移動時間の短

縮やスマホに代表されるIoT・ICTの普及などが地域と関

わることを易化させた．現在は技術革新の過渡期であり，

多様な関係人口のあり方が混在する時代と言える．その 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 関係人口のイメージ(参考文献 5)6)を用いて筆者作成)
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ため，現代社会を踏まえた関係人口の議論が求められる． 

 以上の背景より，本研究では訪問型関係人口の存立実

態から，それぞれの活動における段差を明らかにする．

また，個人のライフスタイルがその活動へ与える影響を

示し，今後の関係人口論の展開における参考情報を得る

ことを本研究の目的とする． 

 

 

2. 本研究の位置付け 

 

(1)地域間活動に関する既存研究 

 関係人口というワードが誕生する以前より，地域間

での活動に着目した研究は多くなされてきた．具体的に

は，農村部における地域間活動に着目した研究8)9)，ふる

さとを縁とした継続的な関わりに着目した研究10)11)，災

害時における地域間援助に着目した研究12)-14)，地域特性

別に余暇・交流活動の実態を把握した研究15)16)がある．

しかしながら，これらの研究において関係人口という前

提が無いため，関係人口における議論にとってふさわし

いとは言えない．関係人口における曖昧さの解消が求め

られる今日においては，その枠組みのもとで活動実態を

把握する必要があると言えよう． 

 

(2)関係人口論に着目した研究 

 上記にもあったように関係人口には曖昧さが存在す

る．既存研究では，それを指摘し，地方創生への正しい

活用が検討されてきた17)．関係人口の定量化を通してこ

の曖昧さを解消しようとした研究18)もある．他にも，関

係人口創出についてつながりサポート機能に着目し検討

を行なった研究19)，他出子という関係人口に着目し実態

を把握した研究20)がある．しかしながら，そこには訪問

型関係人口としての多様な活動が考慮されたものはなく，

その把握を行うことの意義は高いと言える． 

 

(3)研究の構成 

 上記を踏まえ，本研究では訪問型関係人口における活

動の存立実態を活動内容別に把握すること，また個人の

ライフスタイルが各活動内容の存立に対しどのような影

響を与えているかについて明示することを目的とする．  

 上記の目的を達成するために，本研究では，まず2.で

研究の位置づけを行い，3.でアンケート調査と活動タイ

プについて解説する．次に，4.で訪問型関係人口の活動

実態について，活動タイプごとの量的関係と関わりの深

さ(時間)に着目し把握を行う．5.では個人のライフスタ

イルに着目した類型化を行うことで，訪問型関係人口の

グルーピングを試みる．また，それを踏まえて活動内容

の存立実態を把握することで，ライフスタイルが活動の

存立に与える影響を考察する．最後に，これらの結果を

ふまえ6.で結論を述べる．なお，本研究は国土交通省に

おいて実施された関係人口の実態調査21)を踏まえた内容

となっている．具体的には，「都市から地方へ」という

関係人口論の発端での考え方を踏襲し三大都市圏居住者

を対象とし，「訪問型関係人口」に着目し分析を行う． 

 

(4)研究の特長 

 本研究の特長は以下に示す通りである． 

1) 関係人口の中でも地域づくりの担い手として期待

される「訪問型関係人口」について，活動内容レ

ベルで実態を把握した新規性の高い研究である． 

2) 「都市から地方へ」という流れを踏まえた上で，

地域に寄与する本質的な訪問型関係人口の活動実

態を捉えた有用性の高い研究である． 

3) 非常に大規模かつ厳密な対象地域設定に基づくア

ンケート調査を用いて分析を行なった信頼性の高

い研究である． 

4) 関係人口論のさらなる普及が予想される中で，各

地域によって求める関係人口は異なるため，活動

別の把握は極めて発展可能性が高い． 

 

 

3. 使用データおよび分析概要 

 

(1)アンケート調査の概要 

 本研究では，国土交通省が実施した「地域との関わり

についてのアンケート」のデータを用いる．その調査概

要を表-1に示す．本調査では，関係人口の定義を「日常

生活圏や通勤圏以外の特定の地域と継続的かつ多様な関

わりを持つ者」とし，中でもその地域に訪問して関わる

者を訪問型関係人口と定義づけている．  

 1次調査は，その定義に基づく該当者の抽出を行うた

めのスクリーニングとして実施している．ここでは，個 

人属性や職業といった基本的な情報に加え，これまでの 

 

表-1 アンケート調査の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1次調査で地域との関わりを持つと回答した9,911人
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居住地，ライフスタイル，居住地での地域活動を調査す

る．2次調査では，抽出された訪問型関係人口に対し，

訪問先での活動内容や訪問頻度，滞在期間等，関わりの

詳細について聴取している．調査対象者のうち，この訪

問型関係人口(人数ベース)は33.8%を占める[1]． 

 対象地域は，関係人口として最も必要とされる「都市

から地方へ」という流れを考慮し，三大都市圏居住者を

対象としている．また，訪問型関係人口が関わる地域が

1つではない可能性を考慮し，1人あたり最大3地域まで

聴取を行っている．そのため，サンプルは延べ人数とな

り，必ずしも［人］とはならないことに留意されたい． 

 

(2)活動内容の集約 

 アンケート調査では，地域に関わるという観点に加

え，13種目の活動内容を提示し，取り組んでいるものに

ついて回答を得ている．本研究では，それを政府資料21)

に倣い，4タイプに分類して分析を行う．その対応関係

を表-2に示す．地域づくりに直接寄与する活動を「直接

寄与型活動」，テレワークや副業，地元を働き口とする

等，就労に関わる活動を「就労型活動」，祭りや交流活

動へ参加する活動を「参加・交流型活動」，地域ならで

はの物事を楽しむ活動を「趣味・消費型活動」とした．

これらの活動を比較した場合，それぞれの寄与度は異な

ることが予想される．しかしながら，それ自体について

数字を用いて裏付けをすることはアンケートの設計上難

しい．よって，本研究では活動に対する優劣はつけず，

異なる関わり方としてのみ捉えることとする． 

 

(3)関わりの深さの計測 

 前述にもあったように，関係人口には段階性が存在す

る．本研究では，関わりの深さを活動内容ごとに把握す

ることで，訪問型関係人口内における段階性の実態をよ

り詳細に明らかにする．具体的には，地域との関わりの

深さを地域で過ごす時間に置き換え，図-2に基づき検討

する．横軸には滞在時間をとり，縦軸には訪問する頻度 

をとる．共に6件法での聴取となっており，両軸によっ

て構成されるブロックにおける該当割合を比較すること

で，関わりの深さにおける各段階の存立傾向を把握す 

表-2 各活動タイプと該当する活動種目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る．ブロック数は，その他の回答および存在し得ない

「1ヶ月程度×10回以上」を除いた35ブロックとした． 

 

 

4. 訪問型関係人口における活動の実態 

 

(1)訪問型関係人口における活動の量的関係 

 ここでは，訪問型関係人口が実施する活動の量的関係

を見ることで活動自体の存立しやすさについて検討を行

う．各活動タイプの存立割合を図-3に示す．最も存立割

合が高いのは趣味・消費型活動であり，全ての関わりの

うち約3割が該当する．次いで，参加・交流型活動が約

2.5割となった．これらに多く該当する要因としては，

両者が観光の延長線上に存在する活動タイプであること

が考えられる．すなわち，訪問型関係人口内ではなく，

交流人口からのステップアップが多く存在するという見

方ができる．これに対し，直接寄与型活動および就労型

活動は大きく存立割合を落としており，活動の存立に際

し抵抗が生じていると考えることができる． 

 

 (2)関わりの深さにみる各活動の存立 

 ここでは，段差を上がる以前に段差が存在するかにつ

いて検討する．時間に基づいた関わりの深さと各活動の

関連性を図-4に示す．本図より以下の点が読み取れる． 

1) 各活動の「滞在時間」に着目すると，「参加・交

流型活動」および「趣味・消費型活動」の2活動は

宿泊を伴う傾向にある．しかしながら，1週間以上

の滞在となると割合が激減する．このことから， 

両者には交流人口よりステップアップした関わり

が他よりも多く存在していると考えられる． 

2) 全ての活動において，1週間以上滞在を示すブロッ 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 滞在期間・頻度による関わりの深さのイメージ 

 

 

 

 

 

 

活動タイプ 活動種目

直接寄与型活動

地域に新たな仕事（産業）を創出するなどの活動
地域のボランティアや共助活動
まちおこし関連の企画・運営、または協力・支援

就労型活動

本業として普段行っている業務や仕事
本業とは異なる仕事
地元の企業・事業所での労働
農林漁業等での労働

参加・交流型活動

祭りや地域体験プログラム等への参加
教養・学習の場への参加
地域の人との交流を楽しむ、人脈をつくる
地域の交流プロジェクト・コミュニティへの参加

趣味・消費型活動
地域ならではの飲食や買い物
自分の趣味や地域の環境を楽しむ

0% 10% 20% 30% 40%

直接寄与(1,136)

就労(1,890)

参加・交流(4,261)

趣味・消費(4,860)
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関係人口
(N=16,944)

()内は該当者数

図-3 活動タイプの量的関係 

滞在期間 頻度

1ヶ月程度 月10回以上

1,2週間程度 月に数回

2～4泊程度 月に1回程度

1泊2日程度 長期休暇ごと

丸1日程度 年に数回

半日程度 年に1回程度滞在期間 長短

低

高

頻
度

関わり

浅

深
両軸の凡例

Nの値は延べ人数 
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図-4 各活動タイプと関わりの深さの関係 

 

クは低い割合を示している．一方で「頻度」に着 

目すると，その高低に関わらず広く分布している．

大型連休やハッピーマンデー制度が普及する今日

では，頻度を重視した関わりが存立しやすい傾向

にあると考えられる． 

3) 直接寄与型活動と就労型活動は他に比べ，高頻度

のブロックにて高い割合が目立つ．しかしながら，

満遍なく丸が描かれていることからも分かる通り，

低頻度での活動も一定数存在する．以上のことか

ら，これらの活動における頻度を軸とした段階性

の存在が示されるとともに，頻度によるステップ

アップの可能性が伺える．一方で，他2活動に関し

ては相対的に頻度によるステップアップが難しい

と考えられる． 

4) 頻度が「長期休暇ごと」である活動は全体的に少

ない傾向にはあるが，趣味・消費型活動以外にお

いては滞在を伴った活動が一定数存立している．

日帰りでの活動は相対的に少なく，長期休暇の存

在が地域との深い関わりを創出している点は興味

深い点である． 

 

 

5. 個人の類型にみる活動存立の差異 

 

 4.では活動別に存立実態を把握し，その性質の違いを

明らかにした．本章では，その違いを生み出す要因の中

でも，個人のライフスタイルに着目し検討する．具体的

には，まずライフスタイルに関連する諸変数を主成分分

析を用いて集約する．その際，ライフスタイルとはやや

異なるが，まちづくり活動に関する変数を介入させてい

る．これによって，訪問型関係人口における地域づくり

の担い手としての役割を付加させている．用いた変数の

一覧と成分行列を表-3に示す．本研究では，既存研究22)

を参考に1)固有値1.0以上，かつ2)累積寄与率6割以上と

いう条件を定めた上で，12の主成分軸を抽出し，それぞ

れに以下の名称を付した． 

A) ノマドワーク軸：就業者の傾向をもちながら特に

民間企業の色が強く，テレワークや副業など就労

に関する要因が正に大きいため． 

B) IT親和性軸：スマートフォン社会に代表される情

報技術の発展した社会において創出される趣味・

関心の要因が正に大きいため． 

C) 自己研鑽軸：自己研鑽や自己実現に関連する趣

味・関心の要因が正に大きいため． 

D) 地域の担い手軸：まちづくり活動への参加に関す

る要因が正に大きいため． 

E) 単身生活軸：単身世帯のみならず一時的な単身生

活者を示す要因が正に大きいため． 

F) 男性型アクティブ軸：男性かつ民間系の定職者で

ある傾向が強く，アウトドア・スポーツといった

趣味・関心の要因が正に働いているため． 

G) 夫婦のみ世帯軸：夫婦のみの世帯が正に大きく，

夫婦＋子供世帯が負に大きいため． 

H) 開放的生活軸：友人・知人との同居が正に働き，

旅行・ドライブや食が正に大きいため． 

I) フリーランス型生活軸：自営業および農林漁業従

事者が正に大きく，友人・知人等との同居が正に

働いているため． 

J) 公共従事軸：公共団体または公共的団体に所属す

る就業者が正に大きいため． 

K) 複世代世帯軸：直系による複数世代での同居が正

に大きいため． 

L) ひとり親世帯軸：母子(父子)世帯がのみが正に大き

いため． 

 

 (1)訪問型関係人口の類型化 

 上記の分析より得た主成分得点を用いてクラスター分

析を行うことで，訪問型関係人口を8類型(生活グルー

プ)に分類した．類型別の主成分得点の平均を表-4に示

す．ここでは，各類型のサンプル数を示すが，この調査

では訪問型関係人口に対し，層別抽出等を行なっていな

い．そのため，あくまで参考値として取り扱うことに留

(その1 ) 直接寄与型活動  (N=1,127) (その2) 就労型活動  (N=1,861) (その3) 参加・交流型活動  (N=2,696) (その4) 趣味・消費型活動  (N=3,976) 

5.06 3.46 0.89 0.80 0.27

12.16 7.54 3.11 1.69 0.27 0.18

5.59 6.03 4.61 2.04 0.44 0.09

0.53 1.69 3.11 3.99 0.89 0.18

5.15 4.70 4.35 5.32 1.24 0.35

1.69 1.77 3.82 3.28 1.06 0.62

直接寄与(N=1,127)

7.31 8.60 1.56 0.91 0.38

7.04 7.31 4.73 1.83 0.43 0.16

3.39 5.16 6.13 2.90 0.48 0.00

0.43 1.07 2.53 2.79 1.07 0.05

3.71 4.46 5.21 5.59 0.64 0.21

0.43 1.99 3.22 2.26 1.13 0.64

就労(N=1,861)

長滞在期間

高

頻
度

短

低

長滞在期間

高

頻
度

短

低

(2.7以上は○で表記)割合(%)：低 高 (2.7以上は○で表記)割合(%)：低 高
長滞在期間

高

頻
度

短

低

長滞在期間

高

頻
度

短

3.44 2.09 0.44 0.40 0.20

7.68 4.21 1.99 0.88 0.27 0.03

4.98 3.77 3.07 1.79 0.27 0.03

0.94 1.75 2.02 3.54 1.15 0.27

5.25 7.48 7.17 7.95 1.45 0.13

3.30 3.60 7.85 7.95 1.28 0.24

参加・交流(N=2,969)

2.06 0.83 0.18 0.13 0.08

6.29 2.39 1.18 0.60 0.13 0.03

4.53 2.89 1.99 0.96 0.08 0.03

0.48 0.80 0.98 0.93 0.15 0.03

7.37 7.92 9.18 7.55 0.55 0.08

0.48 5.13 16.12 11.29 0.65 0.28

趣味・消費(N=3,976)

低

(2.7以上は○で表記)割合(%)：低 高 (2.7以上は○で表記)割合(%)：低 高
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  表-3 ライフスタイルを考慮した主成分分析結果

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-4 クラスター分析による個人類型結果 

 

 

 

 

 

 

 

意する必要がある．なお，表-4の類型は，関わりを深め

るにあたって重視すべき「頻度」の平均値が高いものか

ら順に並べている．本図および前述の主成分軸から，各

類型において以下の特性が読み取れる． 

I. 公共従事型(N=692) 

公共従事軸が正に大きい．公共団体では震災時な

どに人材派遣などの他地域援助を行う傾向にあり23)，

この活動が訪問型関係人口を創出している可能性

が考えられる． 

II. 自己研鑽・趣味型(N=628) 

自己研鑽軸が正に大きい．本軸に関する趣味・関

心が幅広いため，結果的に訪問型関係人口の創出

へと結びついている可能性が考えられる．他にも，

単身ではないながら，母子(父子)家庭や夫婦のみ世

帯など，世帯の構成員は少ない傾向にある． 

III. ノマドワーカー型 (N=963) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ノマドワーク軸およびフリーランス型生活軸が正 

に大きい．情報技術の発展および産業構造の変化 

により，近年増えつつある「ノマドワーカー」が

連想される．今後の技術革新を考えれば，増加が

期待されるグループと捉えることもできる． 

IV. 多世代・若年型 (N=1,863) 

IT親和性軸および複世代世帯軸が正に大きい．前

者は若年層の性質も兼ねており，今日の情報化社

会に順応した個人による類型と考えることができ

る．また，親(子供)世帯との同居傾向が強く，他に

比べ，互いに影響を及ぼし合いやすい環境下にあ

ると言える． 

V. 活動的父親型 (N=4,942) 

夫婦のみ世帯軸が負に大きく，地域の担い手軸や

男性型アクティブ軸が正に働いていることから，

活動的な父親型の特性が連想される．また，地方

が求める訪問型関係人口の姿に最も近い類型とも

言える． 

VI. 単身男性型 (N=2,391) 

単身生活軸が正に大きく，男性型アクティブ軸も

正に働く．晩婚化や都市部における性別人口比の

偏りを考えるとネガティヴに感じることが多いが，

訪問型関係人口においては，貴重な一つのターゲ

軸の凡例
A：ノマドワーク軸
B：IT親和性軸
C：自己研鑽軸
D：地域の担い手軸
E：単身生活軸
F：男性型アクティブ軸
G：夫婦のみ世帯軸
H：開放的生活軸
I：フリーランス型

生活軸
J：公共従事軸
K：複世代世帯軸
L：ひとり親世帯軸

注1

年齢以外はダミー変数
(該当：1，非該当：0)

注2

民間団体に帰属する職種
(会社員，専門職)

注3
公共または公共的団体に
帰属する職種
(公務員，教員，団体職員)

注4

自営業または農林漁業
注5

契約社員または
パート・アルバイト
注6

専業主婦(主夫)，学生，
無職(退職者含む)

注7

本変数に限り下記条件
(非該当：1，該当：0)

斜字：絶対値0.3以上
太字：絶対値0.6以上

回転法：Kaiserの正規化を伴うバリマックス法

赤：正青：負

A B C D E F G H I J K L

性別(1.男性 0.女性) 0.28 -0.02 -0.10 0.11 -0.07 0.59 0.15 -0.22 -0.06 0.17 0.02 -0.24

年齢 -0.21 -0.59 0.20 0.13 -0.22 0.04 0.29 -0.06 0.11 -0.12 -0.11 -0.24

定職者Type-Pr(注2) 0.47 0.11 -0.16 -0.03 0.18 0.58 -0.15 0.17 -0.33 -0.21 0.02 0.14

定職者Type-Pu(注3) -0.02 -0.02 0.06 0.02 0.05 0.03 -0.07 -0.02 0.03 0.89 -0.06 0.00

定職者Type-Se(注4) 0.26 -0.03 0.16 -0.03 -0.11 0.04 0.04 -0.20 0.72 -0.04 0.05 -0.06

非定職者(注5) 0.33 -0.02 -0.05 -0.03 -0.09 -0.82 0.10 0.02 -0.22 0.05 0.04 -0.12

無職(注6) -0.85 -0.07 0.09 0.06 -0.07 0.05 0.08 -0.08 0.14 -0.18 -0.06 -0.02

一時単身 0.18 0.12 0.01 0.06 0.77 0.05 -0.02 0.01 0.03 -0.01 -0.06 -0.03

単身 0.08 0.02 0.05 -0.06 0.87 -0.01 0.07 -0.09 -0.07 0.05 -0.01 -0.07

夫婦+子供 0.03 -0.04 -0.03 0.03 -0.31 0.03 -0.88 0.01 -0.04 -0.02 -0.21 -0.20

夫婦のみ -0.15 -0.19 0.03 0.02 -0.28 0.02 0.74 0.07 0.00 -0.12 -0.31 -0.14

母子(父子)世帯(注7) 0.05 0.01 0.09 0.03 -0.11 -0.02 0.06 -0.05 0.00 0.00 -0.05 0.85

親世帯と同居 0.10 0.38 -0.06 -0.03 -0.25 -0.02 0.12 -0.09 -0.02 0.17 0.63 0.09

子供世帯と同居 -0.09 -0.19 0.10 0.07 0.05 0.00 -0.08 0.06 0.06 -0.18 0.72 -0.11

知人・友人等と同居 -0.02 0.06 -0.32 0.04 0.11 0.00 0.00 0.38 0.56 0.11 0.01 0.11

副業 0.73 0.08 0.14 0.06 0.11 -0.07 0.00 -0.03 0.22 -0.06 -0.01 0.01

テレワーク 0.64 0.05 0.12 0.11 0.12 0.16 -0.05 -0.02 0.19 -0.12 -0.08 0.02

旅行、ドライブ 0.08 -0.03 0.09 0.08 -0.10 0.19 0.14 0.60 -0.10 0.05 0.01 -0.21

アウトドア、スポーツ(観戦含む) 0.16 0.15 0.16 0.09 -0.08 0.32 0.06 0.23 -0.07 0.17 0.02 -0.18

芸術、文化(鑑賞、収集、活動) 0.01 0.06 0.59 0.03 0.06 -0.04 0.09 0.09 0.03 0.05 0.10 0.00

教養、自己啓発 0.08 0.00 0.65 0.01 0.07 0.11 0.01 0.14 0.00 0.19 0.03 0.04

ゲーム 0.03 0.66 0.08 0.04 0.05 0.08 -0.04 -0.04 -0.02 0.02 0.05 0.03

写真・動画の撮影 0.01 0.57 0.26 0.10 -0.05 0.07 0.07 0.11 0.06 -0.05 -0.10 -0.26

SNS 0.05 0.71 0.15 0.06 0.07 -0.05 -0.01 0.13 0.03 -0.06 -0.05 0.02

食（料理、グルメ） 0.01 0.15 0.19 0.01 -0.01 -0.11 -0.07 0.67 0.01 -0.05 0.01 0.03

健康、美容 -0.10 0.06 0.43 0.04 0.01 -0.17 -0.02 0.49 0.03 -0.09 -0.05 0.10

ハンドメイド、DIY 0.02 0.23 0.48 0.06 -0.07 -0.11 -0.10 0.06 0.03 -0.16 -0.05 -0.01

ボランティア、ソーシャルビジネス 0.04 0.08 0.53 0.23 -0.01 0.06 0.02 0.05 -0.03 -0.03 -0.03 0.02

まちづくりのための活動 0.05 0.03 0.14 0.69 0.00 0.06 -0.03 0.01 0.01 -0.05 0.05 0.01

安全な生活のための活動 0.02 0.03 0.06 0.78 0.00 0.02 0.01 0.04 0.00 0.01 -0.01 -0.01

災害に関係した活動 0.01 0.05 0.05 0.76 0.00 0.00 0.03 0.05 -0.01 0.05 0.00 0.00

2.33 1.99 1.93 1.81 1.79 1.61 1.55 1.47 1.15 1.13 1.13 1.13

7.51 6.43 6.24 5.84 5.78 5.21 4.99 4.73 3.70 3.66 3.66 3.64

7.51 13.94 20.17 26.01 31.79 36.99 41.98 46.71 50.42 54.07 57.73 61.37

固有値(1.0以上のみを採用)

寄与率(%)

累積寄与率(%)

個人
属性

世帯
属性

就労

環境

趣味
・

関心

まち
づくり
活動

主成分軸
変数(注1)

太字：絶対値0.5以上赤：正青：負

A B C D E F G H I J K L

Ⅰ. 公共従事者型 -0.11 -0.08 0.32 0.08 0.21 0.13 -0.31 -0.13 0.09 4.27 -0.32 -0.02

Ⅱ. 自己研鑽・趣味型 0.25 0.01 0.43 0.09 -0.55 -0.09 0.31 -0.28 -0.09 -0.12 -0.27 4.25

Ⅲ. ノマドワーカー型 0.92 0.00 0.09 -0.08 -0.24 0.13 0.14 -0.19 3.39 0.04 0.08 -0.25

Ⅳ. 多世代・若年型 0.03 0.68 -0.13 -0.21 -0.48 -0.05 0.21 -0.09 -0.24 0.02 2.22 0.03

Ⅴ. 活動的父親型 -0.19 0.09 -0.02 0.32 -0.34 0.39 -0.90 0.09 -0.17 -0.29 -0.33 0.17

Ⅵ. 単身男性型 0.03 0.07 -0.03 -0.16 1.83 0.42 0.14 -0.11 -0.28 -0.23 -0.02 -0.01

Ⅶ. 非活動的ノマド型 0.70 -0.21 -0.09 -0.07 -0.07 -1.79 0.11 0.05 -0.50 0.03 -0.30 0.54

Ⅷ. 夫婦のみ世帯型 -0.58 -0.43 0.01 -0.22 -0.38 0.37 1.07 0.10 -0.06 -0.34 -0.45 -0.12

主成分得点
分類

太字：絶対値0.5以上赤：正青：負
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ットとして捉えることができる． 

VII. 非活動的ノマド型 (N=2,326) 

ノマドワーク軸が正に大きい一方で，フリーラン

ス型生活軸が負に働いている点がⅢの「ノマドワ

ーカー」とは異なる．これを踏まえると，多様な

働き方を一般企業等で実践する者がこれに該当す

ると考えられる．また，男性型アクティブ軸が負

に大きいこと，ひとり親世帯軸が正に大きいこと

から，本類型には女性が多い傾向にあると言える． 

VIII. 夫婦のみ世帯型 (N=3,139) 

夫婦のみ世帯軸が正に大きく，単身生活軸および

複世代世帯軸が負に働いており，現代における夫

婦のみ世帯の増加が訪問型関係人口の類型に少な

からず影響を与えた結果と言える．また本類型は，

IT親和性やノマドワーク等「新しさ」に対し，負

の傾向を示している． 

 

(2)類型別にみた活動の存立実態 

 訪問型関係人口は8つの類型に分類できることがこれ

まで明らかになった．そのライフスタイルの違いによっ

ては，訪問型関係人口へのきっかけや関わり方が異なる

と考えられる．ここでは，各類型における活動をタイプ

別に比較し差異について検討する．各類型における活動

タイプ別の存立割合を表-5に示す．本表より以下の結果

が読み取れる． 

1) 直接寄与型活動では，Ⅰ. 公共従事型が最も高い割合

を示した．4.では公共団体における援助活動の実

施による関わりの創出の可能性が示唆されたが，

それは本活動の増加にとっても効果的であると考

えられる． 

2) 加えて，Ⅱ. 自己研鑽型やⅤ. 活動的父親型，Ⅵ. 単身

男性型も比較的直接寄与型活動の割合が高い．こ

れらの類型には共通してアクティブ性があり，本

活動には活動意欲と活動する余裕の双方が満たさ

れている必要があると言える． 

3) 2)については，参加・交流型活動についても同様 

 

表-5 個人類型ごとに見た活動の存立実態  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

のことが言える． 

4) 就労型活動に着目すると，「ノマド」という共通

項を持つⅢ. ノマドワーカー型とⅦ. 非活動的ノマド  

型との間で大きな差異が生じている．働き方改革

の推進によって，本活動の増加が期待されるが，

Ⅶ.のような人材に対しては，他活動によるアプロ

ーチが求められる． 

5) 趣味・消費型活動は全体的に多い傾向にある中で，

Ⅴ. 活動的父親型の割合がやや低い．本類型は地域

の担い手としての性格が強く，訪問型関係人口と

しての価値が高いと考えられる．彼らの関わりを

創出することの重要性とともに，他活動の存立へ

誘導することが望まれる． 

 Ⅳ. 単身男性型からⅧ. 夫婦のみ世帯型 までの類型で

は，趣味・消費型活動の存立割合が有意に高い．そのた

め，訪問型関係人口をより多く創出するにあたっては，

本活動によるきっかけづくりが最も効果的であると言え

る．しかしながら，これらは関わりを深めるという段階

にて大きな抵抗を生ずる．人口減少が進む地方部におい

ては活動の質を求める必要性があり，必ずしも多く見ら

れる活動に着目し施策を展開すればよいとは決して言え

ない． 

 

 

6. おわりに  

 

 本研究では，都市部における訪問型関係人口が行う

活動をタイプ別に把握することで，各活動の存立実態を

明らかにした．得られた成果は以下の通りである． 

1) 訪問型関係人口には多様な活動が存在しているこ

とが明らかとなった．また，各活動における「存

立のしやすさ」と「関わりの深めやすさ」はそれ

ぞれ異なり，活動によっては地域の担い手として

の役割を果たすことが難しい可能性も示唆された． 

2) また，地域との関わりの深さを滞在時間と頻度と

いう時間に着目して把握したところ，滞在期間が

数泊で頭打ちになる一方で，頻度はその高低に関

わらず広く分布していることが明らかとなった．

このことから，地域と接する時間を増やすにあた

っては，滞在期間を伸ばすよりも頻度を高める取

り組みが効果的であると考えられる． 

3) 各個人のライフスタイルによって各活動の存立割

合は異なることが示された．中にはノマドという

共通項を持つにも関わらず，各活動の存立割合は

大きく異なる場合もある．よって，ライフスタイ

ルや活動内容を鑑み，各地域にとって適当な訪問

型関係人口を創出していく必要があると言える． 

 今後の課題として，これらの訪問型関係人口および諸

グループ

Ⅰ 10.1% * 14.6% 22.4% 25.6%

Ⅱ 7.6% 12.9% 17.0% 25.0%

Ⅲ 6.9% 19.6% ** 19.0% 25.0%

Ⅳ 5.4% ** 12.0% 16.9% 26.1% *

Ⅴ 8.1% ** 11.9% 19.0% * 21.2% **

Ⅵ 7.9% 14.1% ** 18.0% * 25.6% *

Ⅶ 4.5% ** 8.3% * 16.0% 23.0% **

Ⅷ 4.8% 4.9% ** 15.3% 23.3% **

全体平均

**1％有意(独立性の検定)　 **1％有意　*5%有意(残差分析)

太字：最大値　斜字：最小値

直接寄与** 就労** 参加・交流** 趣味・消費**

6.9% 12.3% 18.0% 24.3%
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活動を受け取る訪問先側の立場での検討が求められる．

例えば，同じ農村部においても，農業従事者を求めてい

る場合もあれば，地域のIT化を推進する者を求めている

場合もある．それぞれの地域において求められる活動や

人材を考慮した具体的な施策を検討する必要がある． 

 

 

補注 

[1] 国土交通省による公表値23.2%4)とは一致しないが，

その差異は，地縁・血縁先への訪問を主目的とす

る者を含むか除外するかの違いである． 
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国土交通省国土政策局総合計画課の協力を得た．また，

実施に際しては，国土交通省「ライフスタイルの多様化

等に関する懇談会」において，座長の明治大学小田切徳

美教授をはじめ多くの方々から有益な知見を得た．加え

て，JSPS科学研究費(17H03319)の助成を得た．記して感

謝申し上げる．なお、本稿において不備が有った場合，

その責は筆者らに有ることは言うまでもない． 
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